
様式第2号（第5条関係）

（１）売上減少額

※売上合計が10％以上減少し、かつ、その減少額が10万円以上となった場合に支援金の交付対

　象とする。

A 円 B 円 C 円

D ％

（2）売上減少算定額

※令和3年1月以降に「国の一時支援金」、「国の月次支援金」又は「道の時短協力金」の交付を受けた

　場合、算出した６ヶ月間の売上減少額からその受給額を差し引いた額を売上減少算定額とする。

　 売上減少算定額が1万円以上10万円未満となった場合は、千円単位を切り捨てた額を支援金の額と

　する。

C 円 E 円 F 円

（3）支援金の額

✓

□

□

□

□

交付申請する支援金額

支援金額計算書

１　事業者名

２　事業開始年月日 年 月 日

３　主たる事業（業種）

４　支援金額の計算

平成31年1月から令和元年6月までの売上高

-
令和3年1月から令和3年6月までの売上高

=
６ヶ月間の売上減少額

C
× 100＝

売上減少率

A

10万円以上 50万円未満 10万円

６ヶ月間の売上減少額
-

国道支援金の合計額
=

売上減少算定額

売上減少算定額 支援金

 1万円以上10万円未満 売上減少算定額の千円単位を切り捨てた額

50万円以上100万円未満 20万円

100万円以上 30万円

円



様式第2号（第5条関係）

（１）売上減少額

※売上合計が10％以上減少し、かつ、その減少額が10万円以上となった場合に支援金の交付対

　象とする。

A 円 B 円 C 円

D ％

（2）売上減少算定額

※令和3年1月以降に「国の一時支援金」、「国の月次支援金」又は「道の時短協力金」の交付を受けた

　場合、算出した６ヶ月間の売上減少額からその受給額を差し引いた額を売上減少算定額とする。

　 売上減少算定額が1万円以上10万円未満となった場合は、千円単位を切り捨てた額を支援金の額と

　する。

C 円 E 円 F 円

（3）支援金の額

✓

☑

□

□

□

交付申請する支援金額

50万円以上100万円未満 20万円

100万円以上 30万円

50,000 円

【交付対象】

６ヶ月間の売上減少額
-

国道支援金の合計額
=

売上減少算定額

756,000 700,000 56,000

【交付対象】

売上減少算定額 支援金

10万円以上 50万円未満 10万円

 1万円以上10万円未満 売上減少算定額の千円単位を切り捨てた額

C
× 100＝

売上減少率

A 25.2

３　主たる事業（業種） 飲食サービス業

４　支援金額の計算

3,000,000 2,244,000 756,000

平成31年1月から令和元年6月までの売上高

-
令和3年1月から令和3年6月までの売上高

=
６ヶ月間の売上減少額

支援金額計算書【記載例】

１　事業者名

２　事業開始年月日 年 月 日


